
○江田島市乳幼児等医療費支給条例  

平 成 １６ 年 １１月１日  

条 例 第１ ０ ４号  

改 正  平 成 １８ 年２月１日条例第２号  

平 成 １８ 年 ９月２６日条例第４４号  

平 成 ２６ 年 ９月１６日条例第３８号  

（ 総 則）  

第 １ 条  江 田島 市は ，乳幼児及び児童（以下「乳幼児等」という。）

の疾病の早期発見と治療とを促進し，もって乳幼児等の健やかな

育成を図るため，この条例の定めるところにより，乳幼児等の医

療に要する費用の一部を乳幼児等を養育している者に支給する。  

（ 用 語の 定 義）  

第 ２ 条  こ の条 例に おいて，次の各号に掲げる用語の定義は，それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。  

(１ ) 「 乳 幼児 等」とは，出生の日から満９歳に達する日以後の

最初の３月３１日までの間にある者をいう。  

(２ ) 「 社 会保 険各法」とは，健康保険法（大正１１年法律第７

０号），船員保険法（昭和１４年法律第７３号），国家公務員共

済組合法（昭和３３年法律第１２８号），地方公務員等共済組合

法（昭和３７年法律第１５２号）及び私立学校教職員共済法（昭

和２８年法律第２４５号）をいう。  

(３ ) 「 乳 幼児 等を養育している者」とは，次のいずれかに該当

する者をいう。  

ア  乳 幼 児 等を 監護し，かつ，これと生計を同 じくするその父又

は母  

イ  父 母 に 監護 されず又はこれと生計を同じくしない乳幼児等

を監護し，かつ，その生計を維持する者  

２  前 項 第 ３号 アの場合において，父及び母がともに当該父及び母

の子である乳幼児等を監護し，かつ，これと生計を同じくすると



きは，当該乳幼児等は，当該父又は母のうちいずれか当該乳幼児

等の生計を維持する程度の高い者によって監護され，かつ，これ

と生計を同じくするものとみなす。  

３  こ の 条 例に いう「父」には，母が，乳幼児等を懐胎した当時婚

姻の届出をしていないが，その母と事実上婚姻関係と同様の事情

にあった者 を含むものとする。  

（ 受 給資 格 者）  

第 ３ 条  こ の条 例に より医療費の給付を受けることができる者（以

下「受給資格者」という。）は，市の区域内に住所を有する乳幼

児等（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条

の２に規定する病院その他の施設への入院，入所等により，市を

転出する者を含む。）を養育している者で，当該乳幼児等が国民

健康保険法による被保険者又は社会保険各法による被扶養者（生

活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている

者を除く。）である者とする。  

２  前 項 の 規定 にかかわらず，国民健康保 険法第１１６条の２に規

定する病院，その他の施設への入院，入所等により，市に住所を

有することとなった者は対象としない。  

（ 所 得制 限 ）  

第 ４ 条  前 条の 規定 にかかわらず，乳幼児等が出生した日又はそれ

ぞれ１歳から９歳までに達する日の属する年において，乳幼児等

を養育している者の前年の所得（１月１日から６月１日までの間

に出生した場合にあっては，前々年の所得）が，その者の所得税

法（昭和４０年法律第３３号）に規定する控除対象配偶者及び扶

養親族（以下「扶養親族等」という。）並びにその者の扶養親族

等でない児童（１８歳に達する日 以後の最初の３月３１日までの

間にある者をいう。）でその者が前年の１２月３１日において生

計を維持したものの有無及び数に応じて，規則で定める額以上で

あるときは，受給資格者としない。ただし，震災，風水害，火災，



落雷その他これらに類する災害を受けるなど乳幼児等を養育して

いる者に特別な事情があると市長が認めたときは，この限りでな

い。  

２  前 項 に 規定 する所得の範囲及びその額の計算方法は，規則で定

める。  

（ 受 給資 格 の認定）  

第 ５ 条  乳 幼児 等医 療の支給を受けようとする者は，あらかじめ受

給資格につき市長の認定を受けなければな らない。  

２  市 長 は ，前 項の規定により認定をしたときは，当該受給資格者

（以下「受給者」という。）に対して乳幼児等医療費受給者証を

交付するものとする。  

（ 給 付の 額 ）  

第 ６ 条  乳 幼児 等医 療費の給付は，乳幼児等の疾病又は負傷につい

て国民健康保険法又は社会保険各法の規定による医療に関する給

付が行われた場合において，当該医療に関する給付の額（国民健

康保険法又は社会保険各法による療養の給付を受けたときは，当

該療養の給付の額から当該療養の給付に関するこれらの法律の規

定による一部負担金に相当する額を控除した額とする。）が当 該

医療に要する費用の額に満たないときに行うものとし，その満た

ない額から次の各号に定める額を控除した額を給付する。  

(１ ) 国 又 は地 方公共団体の負担による医療に関する給付が行わ

れる場合には，国又は地方公共団体が負担する医療に関する給付

相当額  

(２ ) 入 院 時食 事療養費に係る療養を受けたときは，当該入院時

食事療養費の給付に関する食事療養標準負担額に相当する額  

(３ ) 第 ７ 条の 規定による一部負担金相当額  

２  前 項 の 医療 に要する費用の額は，健康保険の療養に要する費用

の額の算定方法の例により算定した額とする。ただし，現 に要し

た費用の額を超えることができない。  



（一部負担金）  

第 ７ 条  受 給者 は， 乳幼児等が健康保険法第６３条第３項第１号に

規定する保険医療機関若しくは保険薬局又は同法第８８条第１項

に規定する指定訪問看護事業者（以下「保険医療機関等」という。）

について医療又は指定訪問看護を受けたときは，保険医療機関等

（同一の医療機関における歯科診療及び歯科診療以外の診療は，

それぞれ別の医療機関とみなす。以下において同じ。）ごとに１

日につき５００円（国民健康保険法若しくは社会保険各法の規定

による一部負担金又は国若しくは地方公共団体 の負担による医療

に関する給付に係る本人負担額が５００円に満たない場合は当該

満たない額。第３項において同じ。）を，一部負担金として支払

うものとする。ただし，乳幼児等が保険医療機関において医療を

担当する医師又は歯科医師から交付された処方せんにより保険薬

局で薬剤の支給を受けたときは，一部負担金を支払うことを要し

ない。  

２  受 給 者 は， 乳幼児等が同一の月に同一の保険医療機関等におい

て前項の一部負担金の支払を，次の各号の区分に従い，当該各号

に規定する回数行ったときは，前項の規定にかかわらず，前項の

一部負担金は，その月の その後の期間内に当該保険医療機関等に

おいて医療を受ける際，支払うことを要しない。  

(１ ) 病 院 又は 診療所への入院及びその療養に伴う世話その他の

看護に係る医療を受けた場合  １ ４ 回  

(２ ) 前 号 に掲 げる医療以外の医療又は指定訪問看護を受けた場

合  ４ 回  

３  受 給 者 は， 乳幼児等が柔道整復師，あん摩マッサージ指圧師，

はり師，きゅう師による施術を受けたときは，施術所ごとに１日

につき５００円を，一部負担金として支払うものとする。ただし，

同一の月に同一の施術所において一部負担金の支払を４回行った

ときは，その月のその後の期間 内に当該施術所において施術を受



ける際，一部負担金を支払うことを要しない。  

（ 支 給の 方 法）  

第 ８ 条  乳 幼児 等医 療費の支給は，受給者の請求に基づいて行う。  

２  前 項 の 規定 にかかわらず，保険医療機関等について医療又は指

定訪問看護を受けた場合には，市は，乳幼児等医療費として受給

者に支給すべき額の限度において，受給者が当該医療に関し，当

該保険医療機関等に支払うべき費用を受給者に代わり，当該保険

医療機関等に支払うことができる。  

３  前 項 の 規定 による支払があったときは，受給者に対し，乳幼児

等医療費の支給があったものとみな す。  

（ 乳 幼児 等 医療費の支給の制限等）  

第 ９ 条  受 給者 が乳 幼児等の疾病又は負傷に関し損害賠償その他の

給付を受けた場合において，これらの給付のうち乳幼児等医療費

支給額に相当する給付があると認められるときは，その額の限度

において乳幼児等医療費支給額の全部若しくは一部を交付せず，

又は既に交付した乳幼児等医療費支給額に相当する金額を返還さ

せることができる。  

（ 受 給権 の 担保等の禁止）  

第 １ ０条  乳 幼 児等 医療費の支給を受ける権利は，譲り渡し，又は

担保に供してはならない。  

（ 委 任）  

第 １ １条  こ の 条例 の施行に関し必要な事 項は，規則で定める。  

附  則  

（ 施 行期 日 ）  

１  こ の 条 例は ，平成１６年１１月１日から施行する。  

（ 経 過措 置 ）  

２  こ の 条 例の 施行の日の前日までに，合併前の江田島町乳幼児医

療費支給条例（昭和４８年江田島町条例第３４号），能美町乳幼

児医療費支給条例（昭和４８年能美町条例第２０号），沖美町乳



幼児医療費支給条例（昭和４８年沖美町条例第２８号）又は大柿

町乳幼児医療費支給条例（昭和４８年大柿町条例第２１号）の規

定によりなされた処分，手続その他の行為は，それぞれこの条例

の相当規定によりなされたものとみなす。  

附  則 （ 平 成１ ８年２月１日条例第２号）  

こ の 条例 は ，平成１８年４月１日から施行する。  

附  則 （ 平 成１ ８年９月２６日条例第４４号）  

（ 施 行期 日 ）  

１  こ の 条 例は ，平成１８年１０月１日から施行する。  

（ 経 過措 置 ）  

２  こ の 条 例の 施行の前に受けた医療費に係るこの条例による改正

前の江田島市乳幼児等医療費支給条例，江田島市ひとり親家庭等

医療費支給条例，江田島市老人医療費助成条例及び江田島市重度

心身障害者医療費支給条例による医療費の助成については，なお

従前の例による。  

附  則 （ 平 成２ ６年９月１６日条例第３８号）  

（ 施 行期 日 ）  

第 １ 条  こ の条 例は ，平成２６年１０月１日から施行する。  

（ 経 過措 置 ）  

第 ２ 条  こ の条 例の 施行の日の前日において，改正前の江田島市乳

幼児等医療費支給条例による乳幼児等医療費の給付の対象となっ

ている乳幼児等については，平成２７年５月３１日までの間，な

お従前の例による。  

 


